
件名
住所・氏名・電話

臨時職員について

-

航空機の轟音について

-

敬老会の改革について②
（過去の回答に対して）

-

田村市教育ポータル内の写真に
ついて

-

令和1年6月13日 メール 意見 学校教育課

田村市教育ポータルサイトについて、各学校の活動が画像で見れて非
常によいのですが、学校によって写真のサイズがバラバラで、しかも小
さなサイズの写真では何をやっているのかわからないものもあります。
せっかく情報発信をするのであれば、一定以上のサイズで表示するなど
基準を決めたほうがよいと思います。
楽しみに見ているので改善をお願いします。

教育ポータルサイト内の編集については各学校が行っていることから、ご意見
いただいた内容について学校に周知をし、肖像権に配慮しながら見やすいサ
イズでの写真を掲載し、学校活動の情報発信に努めていきます。

市内上空でオスプレイと思われる飛行物体を目撃したとの情報が数件寄せら
れてはいるものの真偽のほどは定かではありません。
市では、すでに東北市長会や全国市長会を通じ、オスプレイ飛行訓練の安全
確保に関する決議や、オスプレイの配備及び飛行訓練に関する重点提言を
行っているところですが、福島県上空が飛行ルートの一部となっていることか
ら、引き続き国に対してオスプレイの安全性や周辺住民への影響等について
関係自治体に対して詳細な説明を行うよう、また配備や飛行訓練等について
は、関係自治体の意向を十分尊重して対応するよう求めていきます。

令和1年6月13日 メール 意見 高齢福祉課

Ｑ1．３割程度の出席者のための会では無駄ではありませんか？

Ｑ2．残り７割の方の意見を聞いて、出席率をさらに向上させるか廃止で
もよいのでは？

Ｑ3．敬老会にかけている予算はいくらなのでしょうか？

Ｑ4．若い人たちへの投資に予算を回すべきではないでしょうか？

Ａ１．.地域社会発展に尽くされ、多年にわたり幾多の功績を残された高齢者の
方々を敬愛するとともに、敬老精神の高揚を図るため、田村市・各地区敬老
会実行委員会等との共催により敬老会を開催しています。やむを得ない事情
により会場へ足を運べない方もいますが、児童福祉施策、学校教育施策、男
女共同参画施策などの市の主要な施策と同じく、高齢福祉施策、敬老会事業
も大切な事業であると考えています。

Ａ２．敬老事業についてはアンケート調査を実施し、多種多様なご意見をいた
だいています。これを踏まえ、昨年は地域の特色を生かした催しものとするた
め、実行委員会等を立上げ各地域で決定した内容で実施しており、毎年少し
ずつ改善を図り、一人でも多くの招待者の方に参加いただき、喜んでもらえる
ような催しとなるよう努めていきます。

Ａ３．お祝い金を含め、約3,700万円です。

Ａ４．片寄ることなく世代間に等しく、行政サービスが行き届くことが重要と考え
ています。限られた財源をいかに活用していくかという議論は必要ですし、多く
のご意見に耳を傾けていく考えでおりますが、世代間分け隔てることなく均衡
のとれた行政サービスを提供していくことも行政に課せられた重要な役割であ
ると考えています。

令和1年6月6日 メール 要望 生活環境課

本日（6月6日）午後5時30分ごろ、窓を閉めていても外で轟音がするの
で、外に出てみたら移ケ岳付近の上空をオスプレイのような航空機が北
上するのを目撃しました。
この地域は民間機の通り道でもありますが、民間機よりも低空飛行でし
た。
以前も同様に轟音が聞こえたので空を見てみると南下するオスプレイの
ような航空機でした。
夜間にも轟音を響かせて通過したこともあり、家の中でも微振動がする
ので、落ち着いた生活が脅かされるようにならないよう飛行ルートと時
間を考えてもらえるよう、関係機関に対策を求めてほしいです。

令和1年6月6日 メール 問い合わせ 総務課

田村市での臨時職員の件ですが田村市では基本的に5年間働くとそれ
以上は働けないと聞きました。
そこで将来的に5年経ってもまた臨時職員として働けるという方向は難し
いでしょうか？

現在、臨時職員の任用については「田村市賃金支弁職員雇用等管理規程」に
基づき、雇用期間の上限を５年としていますが、幼稚園教諭や保育士、図書
館司書など特別な資格を必要とする職種や、道路作業などの特殊な業務に従
事する職種で、公募による人材確保が難しい場合は延長して雇用する場合が
あります。
しかし、令和2年度からは、会計年度任用職員制度へ移行するため、雇用期
間の上限が廃止されるなど臨時職員の雇用形態が大きく変わることから、制
度に沿った適切な募集・採用を行っていきます。

市民の声への回答（Ｒ元.6月受付分）

受付日 受付区分 種類 担当課 受信内容 回答



件名
住所・氏名・電話

市民の声への回答（Ｒ元.6月受付分）

受付日 受付区分 種類 担当課 受信内容 回答

田村市民病院案内等について

-

運転免許証の返納について

-

市税の納付方法について

-

ストリートピアノの設置について

-

令和1年6月21日 メール 意見 生涯学習課

いま世界的に話題となっているストリートピアノを田村市内にも取り入れ
てみてはどうでしょうか？
場所は船引駅など市内各駅や、比較的人が集まる場所に、自由に弾け
るピアノを設置することで、駅の利用者だけでなく、地域の方などに、ピ
アノを演奏する機会または演奏を聴く機会をご提供することで、街の賑
わいや活性化につながると思われます。

ピアノ演奏の機会の提供および廃校のピアノの有効活用のため、ストリートピ
アノを駅等に設置することは、駅はもとより地域の活性化につながるものと考
えますので、船引駅構内への設置について、ＪＲ等関係機関と試験的導入に
ついて協議し、検討していきます。

県外に在住で、市内に土地を所有しており、毎年５月に固定資産税を支
払っていますが、自動引き落しの指定金融機関に全国に支店のある都
市銀行が無いため、毎年コンビニからの支払いを行っている。１年に一
度のこととはいえ手間がかかっているため、都市銀行でも自動引き落し
が可能なように改善出来ないものでしょうか？

市外からの市税の納付方法についてご提案いただき、ありがとうございます。
田村市への納税について、口座振替を利用できる金融機関は、法律に基づく
規定により、市が指定できることになっています。
これにより、田村市では、市民がより身近で利用実績のある市内の金融機関
を指定しており、現時点では、市内に支店がある７つの金融機関を指定してい
ます。
ご要望のありました、いわゆる都市銀行をはじめ、田村市内に支店が無い金
融機関については、想定される利用者が少数であり、合理的な運用ができな
いと判断し、現時点では指定していませんので、ご不便おかけしますが、ご理
解をお願いします。
なお、田村市で全国的に口座振替が対応できる金融機関としては、ゆうちょ銀
行があります。手続きには、「市税等口座振替依頼書」が必要となりますの
で、希望される場合は、お手数でも田村市税務課までご連絡ください。

令和1年6月19日 メール 要望
生活環境課
経営戦略室

私は嫁いで都内に住む者ですが、連日の高齢者の交通事故をニュース
でみるたび田村市で一人暮らしの母が一人で運転していることを思うと
心配でたまりません。免許返納もさせたく考えてますが、非常に生活行
動に支障をきたすことも想像できます。田村市の免許返納助成制度は
5000円とありますが、その金額ではとても返納させる動機付けにはなら
ない為、最近テレビで放映されてる他の市町村のようにもっと手厚い助
成は無理なのでしょうか？又バスはバス停が遠く、母の友人達がよく利
用する乗合タクシーは時間が制限されていると聞きました。以前、母が
体調不良で緊急時に利用したタクシーも助成が利用できると安心できて
良いと思います。

令和1年6月19日 メール 要望 税務課

7月から開設させる「たむら市民病院」の診療内容や時間などの案内、
担当医表などをウェブで公開してもらえないでしょうか。

たむら市民病院は7月1日に開院し、診療案内（診療科・診療時間・休診日・診
療担当表等）について、6月27日に市ホームページに掲載しました。
また、たむら市民病院のウェブサイトについても作成を進めており、準備が整
い次第、公開する予定です。

昨今の高齢者が引き起こす悲惨な事故を耳にするたび、離れて暮らすご家族
にとりましても心配がおありのこととお察しします。
お問合せいただきました高齢者の運転免許証自主返納に対する支援として、
ご承知のとおり田村市では1人あたり5,000円分の代替え交通利用券の支給を
しています。
免許返納については、これからの生活への不便も伴うことから、本人とご家族
の理解が不可欠であると考えています。
ご指摘のとおり、デマンド型乗合タクシーは、他の利用者と乗り合いのため出
発時間と到着時間の指定はできませんが、ご自宅から目的地まで送迎する
サービスとして、安価で、市民であれば誰でも利用することができます。
利用される方の声をお聞きしながら、随時、運行ダイヤなど内容を見直し、利
便性の向上を図っていきます。
市の助成の他にも、警察署もしくは免許センターで有効期限のある運転免許
証を自主返納すると運転経歴証明書（有料）が発行され、身分証明書としても
利用できるほか、提示することで、タクシー協会加盟のタクシー会社におい
て、乗車料金が１割引（６５歳以上）となる制度もあります。
高齢者が安心して運転免許証を自主返納し、返納後も生活に支障をきたすこ
とのないように、先駆的な取り組みを行う他の自治体の例も参考にしながら、
検討を重ねていきます。

令和1年6月19日 メール 要望 保健課


